































































































































































































































































































































































































































































































































































につき、庭山英雄「民衆刑事司法の動態」 （成文堂、 1978年） 13頁以下参照。
伝聞法則をめぐる改革についても、法律委員会は、報告書を公表する以前
に、以下の諮問晋(consultationpaper)を公表した上で、実務家や証拠法学
者などの専門家による意見を募っていた。LawCommission,Evidencein
CriminalProceedings:HearsayandRelatedTopics(ConsultationPaperNo
l38,1995)．
(42)".para.2.3,IawCommission,s"7Iznotel6,para.2.2.
(43) Munday,s""note37,at563では、 この記述がSubramaniam判決を踏
まえたものであることが明示されている。
(44） 以上につき、大澤裕「イギリス刑事司法の改革（13）刑事手続における
書証（その1)」ジュリスト974号（1991年）76頁以下参照。なお、 2003年法
118条（2）により、 コモンロー上の伝聞例外は廃止されたが、そのうち一
部は、同条（1）で列挙された上で維持されている。
(45) Myersv.DPP[1965]AC1001HL本判決を紹介した日本語文献として、
大澤・前掲注（44）77頁がある。
(46） なお、本件記録の許容性を否定しても、それ以外の証拠によって陪審は
Myersの有罪を確信するであろうとして、上訴自体は棄却されている。
(47) Myersv・DPP,s"Mznote45,atlO22では、 Reid裁判官が、この点につい
ては裁判官の間で異論がなかった旨を説明している。
(48） 本件記録の作成過程を踏まえると、その作成者を特定することは事実上
不可能であったが、仮に本件記録の作成者が死亡していたとすれば、本件記
録は、コモンロー上の伝聞例外である業務記録に該当し、許容することが可
能であった。〃.atlO38.
(49)".atlO22perLordReid,1028-1029perLordMor㎡sofBorth-y-Gest,
1034perlprdHodson.
(50）〃・atlO21-1022.
(51）〃・at39perLoldPearce.
(52） このような趣旨の批判について紹介し、説明するものとして、例えば、
148 早稲田大学大学院法研論集第170号（2019）
Spencerbs""note37,at8-9;Dennis,s""note27,at687-688がある。
(53） 同法は、伝聞例外を包括的に規定する法律ではなく、あくまでも本判決
を受けてパッチワーク的に伝聞例外を規定したものに過ぎない。イギリスに
おける制定法の特徴として注意しなければならないとされているのは、制定
法国である日本の制定法と異なり、たとえその名称が一般的なものとなって
いても、必ずしも、一般的な法則を定立するものではなく、法則の一部に変
更を加えたに過ぎない、ということが多いという点である。以上につき、田
中・前掲注（21）201頁参照。
(54） もっとも、伝聞法則について根本的な改革を図ろうという動きが存在し
なかったわけではない。1972年に、 「刑事法改訂委員会(CriminalLaw
RevisionCommittee)」が、証拠法の改革に関する「第11報告普(Eleventh
"port)」を公表し、伝聞法則についても大規模な改革の提案を行ったのが、
その代表的な例である。しかし、この第11報告書は、黙秘権を実質的に制限
する提案内容について批判が集中し、事実上の廃案に追い込まれた。さら
に、黙秘権の問題に議論が集中した結果として、伝聞法則に関する議論は乏
しかったとされる。以上につき、大澤・前掲注(44)79-80頁参照。第11報
告書の公表からその事実上の廃案に至るまでのイギリス国内での議論の展開
を詳細に紹介した文献として、庭山・前掲注（41）がある。
(55） この法律の日本語訳として、土屋正三「イギリスの新『警察及び刑事証
拠法」略説（1）～(9。完)」警察研究56巻11号3頁、同12号15頁、 57巻2
号18頁、58巻1号19頁、同3号22頁、同4号16頁、同5号19頁、同6号22
頁、同7号31頁（1985～1987年)、法務省大臣官房司法法制調査部編（三井
誠＝井上正仁訳） 「イギリス警察・刑事証拠法/イギリス犯罪訴追法」 （法曹
会、 1988年）がある。
(56）大澤裕「イギリス刑事司法の改革（15）刑事手続における書証（その
3 .完)」ジユリスト978号（1991年) 144頁参照。
(57) IawCommission,s""note41,AppendixCでは、網羅的ではないと断
りが入った上で、30の種々雑多な(miscell2neous)制定法上の伝聞例外規定
が列挙されている。そして、そのうち19の規定はMyeIs判決以降に制定さ
れたものである。
